平成21年2月28日

第2回検討委員会

資料4　報告書骨子（案）


環境省平成20年度請負調査

企業の生物多様性に関する活動の評価基準作成に関するフィージビリティー調査

調査報告書（骨子案）

平成21年2月28 日

事務局（FoE Japan）

2はじめに


4第１章　調査の目的・経過


41.1. 目的


41.2. 調査方法の概要


51.3  公開フォーラム


6第２章　生物多様性保全のための既存の枠組み


62.1 生物多様性条約


62.2. 国際機関


62.3 日本の動向


7第3章　評価基準に関する先行研究


73.1 評価指標の考え方


73.2 パフォーマンス評価指標


83.3 マネジメント評価指標


83.4ノーネットロスに関する文献等


83.4.1 米国のノーネットロス政策の概要


93.4.2 NGOの評価基準


93.4.3 生物多様性オフセット


10第4章　NGOから見た企業のCSRの評価


104.1世界のNGOの考え方


104.2 日本のNGOの考え方


10第5章
評価基準案


10第6章　結論


10参考文献




はじめに
生物多様性は、地球上に生物が誕生したおよそ40億年前からという長い期間の間に進化・分化を重ねてつくられてきたものである。現在、ほ乳類の約４分の１が絶滅の危機に瀕しているなど、生物の多様性の喪失が加速化している。これには、地球温暖化による気候の変化も大きく影響しているが、より直接的な人間活動の影響による生息地の減少などが主要な要因である。中でも、企業活動が生物多様性に与える影響は大きいといえる。そのため企業には、その社会的責任（CSR- Corporate Social Responsibility）の一環として、生物多様性の保全に貢献することがますます期待されている。
　このため、 2006年に開催された第8回CBD締約国会議（COP8）では、条約の目的達成のための民間企業の参加を促す決議が採択された。そして、2008年のCOP９では、民間企業のイニシアティブに関する宣言が行われた（日本企業9社が参加）。しかし、日本企業の多くは、生物多様性という言葉に馴染みがなく、その保全のための取り組みは遅れているのが現状である。
　国際環境NGO FoE Japanは、企業がCSRとして生物多様性の保全に貢献すべきであるとの考えに基づき、平成19年度の環境省の「NGO/NPO・企業等政策提言」に応募した。この提言においてFoE Japanは、多くの日本企業の生物多様性保全への取組みが遅れているのは、生物多様性保全活動を評価する客観的な基準が確立されていないためであり、そのような評価基準を作成することと同時に、その作成において主要なステークホルダーであるNGOの視点を盛り込むことの必要性を指摘した。また、そのような基準を広く市民が使えるよう、評価基準を易しく説明するとともに、企業において生物多様性保全を実施する場合の推奨される方法や、優秀事例を解説した「教育ツール」を作成すべきであると提案した。
この提言は、幸い「優秀提言」として採択され、平成20年度は、企業の生物多様性保全活動の評価基準の実現可能性を明らかにするため、FoE Japanは環境省から請負調査を受託した。
　本調査では、有識者やNGOによる「検討委員会」を設けて議論したほか、生物多様性保全に取り組む企業や専門家の意見を聞くための「公開フォーラム」を4回開催した。 

本調査の結果、市民やNGOの視点から、企業のCSRとしての生物多様性保全への取組みを評価するための「評価基準案」を作成した。この表を用いることにより、市民やNGO/NPOなどは、企業が公表する環境報告書等を見て、または企業に対してアンケート調査などを行うことにより、当該企業の取り組みのレベルを評価することができる。一方、企業は、このレベル表を用いることによって、現実的な目標を段階的に設定できるし、また、自らの生物多様性保全への取組みの評価にも用いることができる。このように、本評価基準とレベル評価表が、市民やNGO/NPOと企業が共有できることになれば、両者の間のコミュニケーションは容易になることが期待できる。

しかし、本基準案は、短期間の議論によって取りまとめたものであり、更に多くの人々の意見を聞く必要があるであろう。また、広く市民がこの基準案を理解し、活用できるよう平易な解説書の作成も必要であろう。その上で、将来は、NGOなどがこの評価基準案を基に企業のCSRを評価し、それによって企業の生物多様性保全への取り組みを促進することが期待される。

本調査報告書は、検討委員会の委員として参加していただいた専門家やNGOの方々、また、公開フォーラムで講師やコメンテーターを務めていただいた方々、また、検討委員会や公開フォーラムに傍聴者として参加し、ご意見を発言された方々の貴重なご意見やご助言によって完成したものである。これらの皆様かたがたに心から御礼申し上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年3月31日
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	Biodiversity Action Plan　生物多様性行動計画

Business and Biodiversity Offsets Programme ビジネスと生物多様性オフセットプログラム

Convention on Biological Diversity 生物多様性条約
Conference of the Parties 　締約国会議

Corporate Social Responsibility 　企業の社会的責任

Environmental Condition Indicator環境状態指標

Environmental Impact Assessment 環境影響評価（＝環境アセスメント）

Environmental Performance Evaluation　環境パフォーマンス評価

Environmental Performance Indicator 環境パフォーマンス指標

Environmental Management System　環境マネジメントシステム

Environmental and Social Impact Assessment 環境社会影響評価

Habitat Evaluation Procedure　ハビタット評価手続き

International Council on Mining and Metals　国際金属・鉱業評議会

International Finance Corporation　国際金融公社

International Union for Conservation of Nature and Natural Resources国際自然保護連合

Global Environmental Facility　地球環境ファシリティ

Global Reporting Initiative　

Marine Stewardship Council  海洋管理協議会

Management Performance Indicatorマネジメントパフォーマンス指標

National Environmental Policy Act　米国国家環境政策法

Non-Governmantal Organization 非政府機関

Operational Performance Indicator  操業パフォーマンス指標
United State Fish and Wildlife Service 米国内務省魚類野生動物局


第1章　調査の目的・経過

　

1.1. 目的

本調査の目的は、市民やNGOなどの外部の視点から、企業がCSRとして取り組む生物多様性保全活動について客観的に評価するための基準作成のフィージビリティを調査することである。
1.2. 調査方法の概要

1.2.1 現状調査

FoE Japanは、企業の生物多様性保全の活動の現状とそれに対する国内外のNGO（特に企業とのパートナーシップを形成しているNGO）の考え方の現状を調査し、分析した。具体的には、文献調査のほかに、インタビュー調査を行う（特に海外のNGOについては、2008年10月に開催されるIUCN総会（フォーラム）に参加してインタビュー調査を行った）。
1.2.2 評価基準の実現可能性の検討

企業の生物多様性保全活動の客観的な「評価基準」の実現可能性を検討するため、FoE Japanに「企業の生物多様性に関する活動の評価基準検討委員会」（以下「検討委員会」という）を設置した。
検討委員会は、NGOと有識者等で構成した。検討委員会は、公開で開催した。検討委員会への市民の傍聴者は、FoE JapanのHPにおいて募集し、検討委員会の議事録（概要）は、FoE JapanのHPにて公開した。
検討委員会の下に、マネジメント指標分科会（M）とパフォーマンス指標分科会（P）を設置した。
検討委員会メンバー

	氏名
	所属
	検討委員会
	Ｍ1)
	P2)

	上田　恵介 
	立教大学 理学部生命理学科教授
	委員長
	○
	○

	足立　直樹
	(株）レスポンスアビリティ 代表取締役
	○
	委員長
	

	田中　章 
	武蔵工業大学 環境情報学部准教授
	○
	
	委員長

	岡本 享二
	ブレーメン・コンサルティング株式会社 代表取締役社長（元 日本ＩＢＭ環境経営室長）
	○
	○
	

	坂本　有希
	地球・人間環境フォーラム　企画調査部次長
	○
	
	○

	佐藤　健一
	ソーシャル サポーター（元 富士ゼロックスCSR部）
	○
	○
	

	永石　文明
	特定非営利活動法人ヘリテイジ・トラスト代表理事
	○
	
	○

	畠山　武道 
	上智大学 地球環境学研究科教授
	○
	○
	

	日比　保史 
	コンサベーション・インターナショナル・ジャパン　代表　
	○
	○
	

	森本　言也
	日本自然保護協会　広報企画担当（平成20年12月まで）
	○
	
	○

	吉村　英子
	跡見学園女子大学 マネジメント学部教授
	○
	○
	

	大沼あゆみ　
	慶應義塾大学 経済学部教授
	
	
	○

	松田　裕之　
	横浜国立大学 環境情報研究院教授
	
	
	○


注：1）Ｍ:マネジメント指標分科会　2）Ｐ:パフォーマンス指標分科会

スケジュール

第１回検討委員会　  平成20年10月18日（土）10:30～12:30
第１回P分科会　         11月  1日（土）15:00～16:45　
第１回M分科会           11月15日（土）15:00～16:45 

第２回P分科会　         12月20日（土）15:00～16:45
第２回M分科会 平成21年 1月24日（土）15:00～16:45 

第２回検討委員会　　　　      2月28日（土）13:30～15:30 
事務局

	中澤　健一
	FoE Japan 森林・気候変動担当

	宮崎　正浩
	FoE Japan 客員研究員（跡見学園女子大学 教授）

	籾井　まり
	FoE Japan 客員研究員（ディープグリーンコンサルティング代表）

	能勢　克己
	FoE Japan インターン

	攝待　葉子
	FoE Japan インターン（跡見学園女子大学大学院 マネジメント研究科 院生）


1.3  公開フォーラム

主要業種における生物多様性保全活動の現状について情報を共有するため、企業の実務者や専門家を招聘し、公開フォーラムを開催した。。
公開フォーラムの開催にあたっては、地球環境パートナーシッププラザ（GEIC）や跡見学園女子大学マネジメント学部の協力を得た。
公開フォーラムのテーマと日程

	
	テーマ・日程
	講師／コメンテイター（予定）

	1
	建設

11/1（土）

13:00～14:45
	· 山田　順之　氏（鹿島建設環境本部 地球環境室課長）

· 山口 博喜 氏（森ビル都市開発事業本部 第一設計部　技術顧問）

· コメンテイター：木俣　信行　氏（鳥取環境大学環境情報学部環境デザイン学科教授・環境経営学会理事）

	2
	紙

11/15（土）

13:00～14:45
	· 桂　徹　氏（三菱製紙株式会社　社長室　CSR推進室長）

· 亀井 一行　氏（アスクル株式会社　環境マネジメント（兼）品質マネジメント　統括部長）

· コメンテイター：藤間　剛　氏（森林総合研究所国際連携推進拠点国際研究推進室長）

	3
	金属

12/20（土）

13:00～14:45
	· 貴島兼隆氏（ヌサ・テンガラ・マイニング社顧問

· 日野 順三 氏（日鉱金属環境リサイクル事業部　審議役）（金属資源の国内リサイクル）

· コメンテイター：谷口正次氏（国連大学ゼロエミッションフォーラム理事）

	4
	食品

1/24（土）

13:00～14:45
	· 杉本信幸氏（味の素 環境・安全部選任部長）

· 稲田武士氏（アレフ 自然環境保全室室長）

· コメンテイター：辰巳菊子氏（日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会）


　

第2章　生物多様性保全のための既存の枠組み

　

世界及び日本においては、　生物多様性に関する既存の条約や法律などには、以下がある：

· 生物多様性条約（1992）

· 生物多様性基本法（2008）

· 生物多様性国家戦略（第３次）（2007）

上記の文書では、生物多様性の多様な価値、事業者の責任、予防原則、地域社会と生物多様性のつながりなどについて以下のように言及がある。この中で、民間部門の役割についてどのような記述があるのかを見てみる。
2.1 生物多様性条約

1992年に合意され1993年に発効した生物多様性条約は、①生物の多様性の保全、②生物多様性の構成要素の持続可能な利用、③遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分を目的とした条約である（1条）。
生物多様性条約では「諸国が、自国の生物の多様性の保全及び自国の生物資源の持続可能な利用について責任を有する」ことが再確認され、「生物の多様性の保全及びその構成要素の持続可能な利用のため、国家、政府間機関及び民間部門の間の国際的、地域的及び世界的な協力が重要であること並びにそのような協力の促進が必要であること」が強調されている（前文）。このように、生物多様性条約の目的達成のためには、国が一義的には責任を有するが、そのためには、国家や政府間機関のみならず、民間部門の協力も必要とされている。
2006年にブラジルで開催されたCBD のCOP８では、ビジネスに対し生物多様性条約への貢献を求める決議が採択された。
この決議を受けて、2008年には、「ビジネスと生物多様性イニシアティブ」が設立され、日本企業9社を含む世界の34社が生物多様性保全へのコミットメント宣言（リーダーシップ宣言）を行った。
2.2. 国際機関

　世界銀行グループの一つである国際金融公社（International Finance Corporattion; IFC ）は、開発プロジェクトが環境や社会に与える影響を最小化するための指針として「社会と環境の持続可能性に関するパフォーマンス基準」を公表している。これは、民間銀行が融資プロジェクトの審査において用いる指針である「赤道原則」においても引用されている。その中には「生物多様性の保全及び持続可能な自然資源管理」が定められている。
 GRI (Global Reporting Initiative) が作成するGRIサステイナビリティ報告ガイドラインにおいては、生物多様性に関する報告事項が提案されている。また、「生物多様性―GRI報告」（Biodiversity: a GRI Reporting Resource）を発行した（2007年）。
2.3 日本の動向

　環境基本法（1993年）では、事業者の責務については、「基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずるばい煙、汚水、廃棄物等の処理その他の公害を防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する」（8条）とされている。
生物多様性基本法（2008年）には、事業者の責務として以下のことが規定されている。
· 事業者は、基本原則にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、事業活動が生物の多様性に及ぼす影響を把握する

· 他の事業者その他の関係者と連携を図りつつ生物の多様性に配慮した事業活動を行うこと等により、生物の多様性に及ぼす影響の低減及び持続可能な利用に努めるものとする
第3次生物多様性国家戦略（2007年）では、企業などの事業者は、以下のことが期待されている。
· 生物多様性の保全に配慮した原材料の確保や商品の調達・製造・販売

· 保有している土地や工場・事業場の敷地での豊かな生物多様性の保全、
· 投資や融資を通じた生物多様性の保全への配慮、
· 生物多様性の保全に関する情報開示

· 社会貢献活動としての国内外における森林や里山などでの生物多様性の保全への貢献

· 企業・公益法人の基金による生物多様性の保全を目的に活動するNGOへの支援

· 政府や生物多様性条約締約国会議など国際的な組織が提供する生物多様性の情報に関心を持つ

· 企業活動の中で形成されるネットワークを通じ、国内外の企業に生物多様性の保全と持続可能な利用に関する取組を促し、連携してその推進に努めること

　環境影響評価法（1997年）では、環境アセスメントの対象となる環境要素は、大気や騒音などの公害環境要素と動植物などの自然環境要素に大別され、この自然環境要素には、生物の多様性の確保および自然環境の体系的保全と、人と自然との豊かな触れ合いが規定されている。
環境省は、 2007年6月に「環境報告ガイドライン」を公表した。この中では、「生物多様性」は、「環境マネジメント等の環境経営に関する状況」を表す情報・指標（MPI）の一つとして掲げられている。 

　環境経営学会では、持続可能な社会の構築に貢献する企業経営の持続的発展可能性を計ることを目的として、サステナブル経営格付けを実施している。その環境の中の一つの項目として「生物多様性の保全」がある。
　（財）地球・人間環境フォーラムは、「第三次生物多様性国家戦略実施に向けた民間参画等推進調査」を2007年度に実施した。この中では、生物多様性の状況、もしくは企業による生物多様性の取り組みの成果について、評価可能にするための指標や尺度、手法の整備を求める企業の声が多くあったことが指摘されている。
第3章　評価基準に関する先行研究

3.1 評価指標の考え方

　

　企業の活動が環境に与える影響を評価する指標についての既存のものとしては、OECDが開発した環境指標、ISO 14031 (1999)　環境マネジメントー環境パフォーマンス評価―指針、環境省「事業者の環境パフォーマンス指標ガイドライン（2002年度版）」などがある。また、生物多様性条約では、2010年までを計画年次とする「生物多様性条約戦略計画」の目標の進捗を評価するための指標の開発が行われている。
本調査では、これらの参考とし、企業活動が生物多様性へ与える影響を客観的（できれば定量的に）に評価しようという「パフォーマンス指標」と、企業が生物多様性保全への配慮のために、どのような意図でどのような社内の体制を組んで対応しようとしているか、を評価する「マネジメント指標」に分けて評価基準を検討することとした。
3.2 パフォーマンス評価指標

　パフォーマンス指標については、下記のような先行研究がある。
· CBD (2006)が、「影響評価：生物多様性を含めた影響評価の自主的なガイドライン」を作成した。
· Earthwatch Institute（2006）は、パフォーマンス指標に関する過去の研究を基に、企業の生物多様性へのネットでの影響を報告する仕組みを提案した。
· Energy and Biodiversity Initiative (EBI)（2006）は、指標そのものではなく、指標を開発する方法に焦点を当て、指標開発の手順を提案した。
· Bartoldus（1999)は、湿地の生物多様性の評価のための40の手法を紹介している。
· 田中（2006）は、米国連邦魚類野生生物局が開発し、米国で最も広く適用されている定量的な生態系評価手法であるHEP（Habitat Evaluation Procedure）を紹介している。
· 植生の劣化や回復を観測し、景観の中での保全活動の優先順位を付ける場合に利用できる生息地ヘクタール法（habitat hectares）が開発された（Parkes et al、2003）。
· 日本生態系協会（2009）は、生物多様性を保全する取り組みを共通の尺度で評価する仕組みとして、ハビタット評価認証制度（JHEP 認証シリーズ）を創設した。
3.3 マネジメント評価指標

マネジメント評価指標としては下記のような既存研究がある。
· Business in the Environment(2001)は、企業の環境への関与の指標（Index of Corporate Environmental Engagement）に生物多様性を最初に導入した。
· Wildlife Trust（2003）が実施しているBiodiversity Benchmarkは、土地を所有又は管理するあらゆる組織が与える自然界への影響を評価し、環境に貢献し、生物多様性へのコミットを実証するマネジメントのプロセスを評価するものである。
· 財団法人　都市緑化基金は、民間機関における緑の保全・創出活動を評価し、認定する社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）事業を実施している。
　

3.4ノーネットロス
3.4.1 米国のノーネットロス政策の概要
国家環境政策法

1969年の国家環境政策法（National Environmental Policy Act; NEPA）の目的の一つは、環境と生物圏に対する損害を予防し又は取り除く努力を促進することである。この目的を達成するため、NEPAは、連邦政府機関が関与する開発事業において環境影響評価を行い、ミティゲーションを検討することを義務化した。この場合のミティゲーションは、環境への影響を、優先順に、回避し、最小化し、代償することが含まれている。しかし、NEPAは、環境影響評価の手続きを義務化したものであり、no net lossのような達成すべき環境の目標は規定していない。
水質浄化法

1977年に成立した「水質浄化法」（Clean Water Act）の目的は、国家の水域の化学的、物理的、生態学的な完全性(integrity)を回復し、維持することである。同法は、その目的のため、水域へ物質を投棄（discharge）することを禁止しており、開発のために湿地を埋め立てるためには、404条に基づく陸軍工兵隊（Army Corps of Engineers）の許可が必要とした。
米国では、開発によって急速に破壊が進んでいる湿地を保全するため、連邦政府は1990年代には湿地のno net lossを政策目標とし、同法に基づく連邦政府の運用として、開発事業が湿地に対する影響を回避し、最小化する努力を行った後に残った不可避の影響について代償ミティゲーションを行うことを開発許可の条件とした。
絶滅危機種法

1973年に制定された「絶滅危機種法」(Endangered Species Act; ESA)の下では、内務省魚類野生生物局（USFWS）は、同法に指定されている絶滅の危機にある種（指定種）の捕獲や、その種への危害や死をもたらす生息地の変化や劣化を禁止している。この中で、開発行為が偶発的に指定種に危害を加えるおそれがある場合には、USFWSの許可が必要となる。その許可を得るためには、開発業者は保全計画を策定する必要があり、その計画の一つとして、第三者が生物多様性の保全を行う「コンサベーションバンク（保全バンク）」を利用することにより、開発行為が指定種に与える影響をオフセットすることが可能とされている。
コンサベーションバンクは、他の同じ資源価値を持つ土地で起きる影響をオフセット（相殺）するために、「保全地役権」(conservation easement)
によって永久に保全・管理される土地である（USFWS、 2003）。 

3.4.2 NGOの評価基準
Climate、Community and Biodiversity Alliance (CCBA)は、気候変動、地域コミュニティーと生物多様性の便益をもたらす世界中の森林保全や回復プロジェクトの開発を促進するために市場に影響力を与えることを求め、気候変動や生物多様性保全の視点から、土地管理プロジェクトの評価を総合的に行う指標を定め、それによる格付けを提案している。生物多様性については、ネットでの正の影響を与えることを評価基準としている。
3.4.3 生物多様性オフセット　

生物多様性オフセットは「生物多様性のネットでの損失をゼロ(no net loss)、できればネットでの増加(gain)とするよう、社会基盤整備プロジェクトによって生じる生物多様性への不可避な影響を代償するために意図した保全行動」と定義される（BBOPのHP）。
　生物多様性オフセットに対しては賛否両論がある。ten Kate et al。 (2004)は、生物多様性オフセットの潜在力と限度を探求するために、企業、規制当局、生物多様性の専門家をインタビューしたものをまとめている。
　BBOP (Business and Biodiversity Offsets Programme )は、生物多様性についての良い実践を開発し、試験し、普及すること、そしてパイロットプロジェクトを通じて、実証することを目的とし、　現在、下記の文書を作成中である。
1 A draft consultation paper for discussion and comment（討議とコメントのための協議案）

2 Methodologies to Calculate Loss and Gain of Biodiversity（生物多様性の損失と獲得を計算する方法）　

3 Thresholds for Biodiversity Offsets （生物多様性オフセットの閾値）

4 Biodiversity Offset and Stakeholder Participation（生物多様性オフセットとステークホルダーの参加）

5 The use of multipliers to deal with risk, uncertainty, time discounting and landscape conservation targets in biodiversity offset design (生物多様性オフセットにおけるリスク、不確実性、時間の割引、景観レベルでの保全目標に対処するための乗数の利用)

6 Site Selection and Landscape Level Planning（サイトの選定と景観レベルの計画）
7 Impact Assessment and Biodiversity Offsets（影響評価と生物多様性オフセット）
8 Draft Cost Benefit Handbook（費用便益計算のためのハンドブック）
9 Draft Offset Implementation Handbook（生物多様性オフセットの実施のためのハンドブック）
　
生物多様性オフセットの事例としは、Rio Tinto社が既にギニア、マダガスカル、ブラジルで生物多様性オフセットを実施している。
第4章　NGOから見た企業のCSRの評価

4.1世界のNGOの考え方

企業とNGOとのパートナーシップの実情について調査するため、FoE Japanでは、2008年10月にバルセロナで開催されたIUCN総会フォーラムに参加した。
このフォーラムでは、生物多様性の保護に対する企業の責任・貢献やNGOと企業のパートナーシップ事例の報告など、企業に焦点を当てたイベントには多くの参加者が集まっていた。また、企業の視点で生物多様性を「（環境サービスへの支払いPayments for Environmental Services – PES）」など、生物多様性に経済価値をつけ保護を市場の枠組みに取り込もうとする動き、同時にこのような傾向そのものに警鐘を鳴らす動きなど、企業やNGOの視点からの議論も活発であった。
本章では、IUCN総会フォーラムにおける企業とNGOとのパートナーシップの事例発表の概要を紹介するとともに、フォーラムに参加していたNGO団体に対し、企業とのパートナーシップを結ぶ場合には、どのような企業を相手に選ぶかの基準についてインタビュー調査の結果を報告する。
4.2 日本のNGOの考え方

FoE Japanでは、、日本のNGOについてもいくつかの団体を対象としてインタビューを実施したので、その概要を報告する。
第5章 評価基準案

第2回検討委員会資料の評価基準案を入れる。

第6章　結論

第2回検討委員会資料の結論を入れる。
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� 「保全地役権」とは、土地所有者がその所有する土地の開発の権利を放棄し、その土地の利用に制約を受けることに合意した土地所有者と地役権者との間の契約であり、生態学的な資源を永久に保全するために成立した記録された法的な文書であり、コンサベーションバンクとしての特定の生息地の管理の義務を要求するものである（USFWS、 2003）。
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